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 ○ 農作業の委託についての項目を削減することについて 
 
（答） 
１ 農作業の委託についての調査項目の変遷は次のとおり。（別紙１） 
(1) 1995年センサスまで 
 「水稲作、麦作、その他の作物」について、委託実面積及び委託先について把握 
(2) 2000年センサス 
  販売農家（詳細調査）と自給的農家（簡略調査）に分けて調査を実施した際に、 
自給的農家は委託についての項目を削除。 
  また、販売農家については、委託取組の有無のみに簡素化。 
(3) 2005年センサス 
  大半を占める水稲作についてのみ、取組の有無を継続して把握。麦作、その他 
の作物は取組の有無を削除。 

 
以上のように、農村の高齢化が急速に進む中で、施策の対象が農作業の受託の受 

け皿となる育成すべき担い手に集中してきていることを反映して、調査項目を縮小

してきた。 
 
２ 農作業の委託は、自給的農家や小規模販売農家が大半(総農家（都府県）におけ 
る水稲作作業を委託した農家のうち経営耕地面積１ha未満の割合は74.5% （1995年

センサス結果））を占めており、さらに、2000年センサスにおいて、農作業委託の

把握対象を販売農家に限定したことにより、自給的農家の委託状況を把握できない

状況である。 
このため、既に委託の全体構造を把握することはできない。 

 （水稲作作業別における自給的農家割合は、全作業：41.4%、耕起・代かき：36.5%、 
田植：34.8%である。（1995年センサス結果）） 

 
３ また、センサス結果の分析については、農作業の受託面積データが多く活用され 
ており、委託の項目については、委託結果を利用した分析はほとんどない状況であ

る。（別紙２、３） 
 
４ さらに、これまでのセンサス結果から、農作業の委託から農地の貸借への移行が 
進んでおり、委託している農家の割合も増加していないことから、農作業の委託状

況の把握の必要性が低下していると考えている。（別紙４） 
 
５ 以上のようなことから、2010年センサスにおいては農作業の委託の把握は取り止 
めることとした。 
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別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農作業の受託面積データを利用している研究に関する資料の抜粋） 
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 ○ 2005年センサスにおける水稲作作業を委託していた販売農家の状況いかん 
 
（答） 
１ 2005年センサスで、稲を作付けした販売農家は140万戸となっており、そのうち 
水稲作の全作業又は各種部分作業のいずれかを委託した販売農家は93万戸（稲作付

農家に占める割合は66.1%）となっている。これを2000年結果（110万戸）と比べる

と、17万戸（15.8％）の減少となっており、稲作付農家に占める割合では３ポイン

トの増加とほぼ横ばいの傾向となっている。 
 
２ このような農作業委託の減少傾向は、農家の行動が農作業の委託から農地の貸付 
に移行しているものと考えられ、農作業委託農家を把握する意義が低下していると

考えられる。 
 
３ また、委託農家数割合を作業別にみると、農協の斡旋で苗を購入する育苗やカン 
トリーエレベータの搬入とセットで行われる稲刈り・脱穀と乾燥・調製の割合が２

～５割となっているものの、育苗から乾燥・調製までの全ての作業を委託する全作

業委託の割合は6.4％、基幹作業である耕起・代かきが8.8％、田植が15.2％と低い

割合となっており、販売農家における農作業委託の位置付けはさほど高くないと考

えられる。 
 
４ 以上のように、販売農家について農作業委託を把握する必要性が薄れてきたこと 
から、水稲作作業委託の調査事項については取りやめることとした。 

 
５ なお、農水省の施策は、担い手にシフトしてきており、受託者の育成に係る施策 
の検討でのデータ利用が中心となっており、水稲作作業委託の把握を止めることは

支障がないと判断した。 
  また、水稲作作業委託について、近年、学識者等の分析や食料・農業・農村白書 
に使われている事例はみうけられず、公共財としての利用も低いと考えられる。 
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３０万～４０万林小班
（市町村ごとに数万）

現況森林面積の把握

① 森林簿による全体面積の概況把握
◆市区町村は毎年、全体面積の把握を実施

（市区町村が作成 都道府県へ報告）

森林計画面積
伐採・造成
森林移動

反映 報告

伐採・造成データによる確認・補正

② 2月1日現在の現況森林面積を把握

○ 全国市町村要覧
○ 森林・林業統計要覧

都道府県が作成

在村・不在村者の私有林面積の把握

２００５年農林業センサス

課税台帳
（税務主管課）

森林簿
（林業主管課）

システムでの突合できない
不在村者の補正

（手作業によりチェック）

課税台帳は個人情報保護に
よる市町村条例により閲覧
が不可能に！

数万にも及ぶ名簿情報の確
認は労力的に不可能！

参考データとして「森林組合一斉調査」による在村・不在村者の所有森林面積の

状況を、2010年世界農林業センサス報告書に掲載することを検討。
（併せて、森林簿データの取扱いについて検討）

２０１０年世界農林業センサス

対応方法

在村・不在村者の森林面積の把握について
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○ 「総戸数」について、農業集落精通者による把握は不可能ではないか。

（答）

１ 2010年世界農林業センサスでは、農山村地域調査（農業集落調査）において農業集

落の総戸数を把握することとしている。

２ 本年７月に実施した試行調査結果を見ると、区長１人のみに対する調査で総戸数が

把握できたのは、全体で94％、都市的地域で89％と不十分な結果となっており、100

％の把握を行うため、複数の精通者から調査を行うこととする。

（参考）

2010年農林業センサスの調査内容に関する試行調査結果

（総戸数を把握できた農業集落の割合）

都市的 平地農業 中間農業 山間農業計
地域 地域 地域 地域

調査対象集落数 ９００ １３０ ２２０ ３７０ １８０

９４．４ ８８．５ ９７．５ ９５．４ ９２．８総戸数を把握できた

農業集落の割合（％）

本来、区長を農業集落精通者として調査を実施することとなっていたが、東京都につい

ては、市からの申し出により市農業委員を対象とした調査を行ったことから集計から除外

した。
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業
経
営
体
調
査
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加
に
つ
い
て
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６
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５
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Ⅰ
　
農
林
業
経
営
（
表
側
）

表
側
分
類

（
１
）
経
営
タ
イ
プ
（
生
産
・
受
託
）
別

（
２
）
組
織
形
態
別

（
３
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働
規
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０
．
５
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．
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．
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．
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．
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２
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．
０

合
同

会
社

３
．
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．
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．
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．
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．
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．
０
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い
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協
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０
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．
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森
林
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合

１
０
．
０
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０
．
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作
業
受
託
を
行
っ
て
い
る

そ
の
他
各
種
団
体

２
０
．
０

～
３
０
．
０

３
０
．
０

～
５
０
．
０

農
業
及
び
林
業
の
作
業
受
託
を
行
っ
て
い
る

５
０
．
０

林
業
の
み
作
業
受
託
を
行
っ
て
い
る

注
：
１
単
位
＝
2
2
5
日

（
年
間
1
,
8
0
0
時
間
）

農
業
及
び
林
業
の
作
業
受
託
を
行
っ
て
い
る

農
業
の
み
作
業
受
託
を
行
っ
て
い
る

計

作
業

受
託

の
み

作
業

受
託

の
み

林
業

の
み

を
行

う
経

営
体

林
産

物
の

生
産

の
み

林
産
物
の
生
産
及
び
作
業
受
託
を
行
う

農
林
産
物
の
生
産
及
び
作
業
受
託
を
行
う

農
林
産
物
の
生
産
を
し
て
い
る

農
産
物
の
み
生
産
を
し
て
い
る

林
産
物
の
み
生
産
を
し
て
い
る

農
産
物
の
生
産
及
び
作
業
受
託
を
行
う

作
業

受
託

の
み

農
業
と
林
業
を
併
せ
て
行
う
経
営
体

農
林

産
物

の
生

産
の

み

計
計

農
業

の
み

を
行

う
経

営
体

農
産

物
の

生
産

の
み

個
人

経
営

体

地
方
公
共
団
体
・
財
産
区

０
．
２
５

０
．
２
５

各
種

団
体

そ
の
他
の
法
人

単
位
以
上

法
人
化
し
て
い
る

法
人
化
し
て
い
な
い

農
事
組
合
法
人

会
社
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